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APPLICの活動理念、特徴 

• 活動理念 
◆官民一体となって地域情報化施策の総合的な推進を図り、多彩なＩＣＴ

利活用による高付加価値ＩＣＴサービスを享受できる地域社会の構築
を目指す 

• 特徴 
◆自治体と民間企業によるオープンな共同作業 
◆国の施策との有機的な連携 

• 活動概要 
地方公共団体の情報システムの抜本的改革  
地域における多数の情報システムをオープンに連携させる基盤の構

築 
公共アプリケーション（防災、医療、教育等）の整備促進 
普及促進のための、人材育成、専門家の派遣、セミナー等の開催 
公共ネットワークの更なる整備や相互接続の促進 
ＩＣＴ利活用の促進とそのための環境整備 
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①特別会員 
協会の趣旨に賛同する地方公共団体及び地方公共団体が 
組織する全国的団体、並びに学識経験者 ＜特典＞ 

・ 委員会への参加 
・ 各種セミナーへのご優待 

②普通会員 
協会の趣旨に賛同する者のうち１口50万円以上の 
年会費を負担する者 

＜特典＞ 
・ 各委員会の情報提供 
・ 各種セミナーのご案内 

【会員】 

    APPLICの組織 

・事業計画等の報告 
・諮問事項の議決 

地域情報プラットフォームや 
全国公共アプリケーションの仕様の管理、 
普及促進を個別に検討する組織 

評議員会 理事会 

会員総会 

・重要事項 
 の決定 

③賛助会員 
協会の趣旨に賛同する者のうち１口5万円以上の 
年会費を負担する者 

技術専門委員会 

アプリケーション委員会 

普及促進委員会 

ICT地域イノベーション委員会 

会長・副会長 
・顧問 

運営委員会 

委員会 

会員数 ７３３ 

特別 :487 
普通  112 
賛助  134 

（H26.4現在） 

技術専門委員会 

【会長・副会長】                     （五十音順・敬称略） 

会 長  山村 雅之（東日本電信電話(株) 代表取締役社長）   
副会長  飯泉 嘉門（徳島県知事） 
副会長  遠藤 信博（日本電気（株）代表取締役 執行社員社長） 
 
【理事・監事】 
理事長  有冨寛一郎（(一財)全国地域情報化推進協会理事長） 
理 事  青木 隆典（(一社)日本民間放送連盟 事務局長） 
理 事  尾崎 宗弘（ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ(株)ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ 営業部門渉外総括） 
理 事  清原 慶子（三鷹市長） 
理 事  齊藤 忠夫（東京大学名誉教授）  
理 事  齋藤 義男（東日本電信電話(株)ﾋﾞｼﾞﾈｽ&ｵﾌｨｽ事業推進本部公共営業部長） 
理 事  打出 邦彦（ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)第三営業本部 副本部長） 

理 事  辻  正 （(一社)全国地域情報産業団体連合会名誉会長） 
理 事  砂田 敬之（富士通（株）行政システム事業本部本部長） 
理 事  田中 光雄  （(株)日立製作所 公共ｼｽﾃﾑ営業統括本部全国営業本部長） 
理 事  久野 剛史（日本電気(株) 主席営業主幹） 
理 事  古堅 一成（西日本電信電話（株）ビジネス営業本部ｸﾗｳﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ部長） 
理 事  水野 善隆（(一社)日本ケーブルテレビ連盟 理事・事務局長） 
理 事  元橋 圭哉（日本放送協会 経営企画局専任部長） 
監 事  浅見 哲 （東京税理士麴町支部支部長） 
監 事  井上 伸雄（多摩大学名誉教授） 
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自治体業務連携

近隣市町村都道府県国

避難場所等の

救済情報の
迅速化

育児情報が
欲しい

健康支援ポータルサービス

Ａ自治体

Ｂ自治体

診療所

薬局

健康情報
活用基盤

病院

利用者

防災情報収集・共有

連
携

子育てポータルサービス

自治体

利用者

病院

子育て
ポータル

業務アプリインタフェースの
標準化

地域情報プラットフォーム

防災情報標準化

◎◎課

地域情報プラットフォーム

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

サービス基盤

□□課 ○○課

△△課

自治体クラウド

社会保障
カード等

地域住民の健康情報の一部を集約・提供する、
生活に不可欠なサービス

子育て情報や手続を一元化環境を構築

システム仕様の
標準化

連
携

□□課の情報と連携

６５歳以上の住民の分布を
地図で見たい！

職
員
ポ
ー
タ
ル

住
民
基
本
台
帳

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険

Ｇ
Ｉ
Ｓ

学校

保育施設

地域情報プラットフォーム導入イメージ 
  

住民の利便性の向上（地域・団体を越えたワンストップサービスの実現） 

業務の効率化（業務処理の連携、データ共有） 

さらに、ＧＩＳ共通サービスを導入することでサービスの価値を高めることが可能になります。 
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ICT街づくり推進会議の取組 



（例） 

（例） 

（例） 

災害に強く成長する街づくりを実現 

（例） 

国際社会への貢献・国際競争力の強化 経済の活性化・雇用の創出 

災害に強い街づくりの実現 地域が複合的に抱える諸課題の解決 

ICTを活用した新たな街づくり 

どこでも行政 
サービスを利用 

暮らしの 
安心の確保 

魅力ある 
住みたくなる環境 

エネルギー・環境 

地元産業の 
ICT化で活性化 

環境に優しく 
持続可能 

高齢者等にも 
住みやすい環境 

● センサーネットワーク、ビッグデータ、地理空間情報、共通ID、ワイヤレス、クラウド等の最先端のICTを

パッケージで行政、農林水産、エネルギー・環境、医療・健康、交通等の複数分野に適用することで、少子

高齢化、コミュニティの再生等、地域が抱える複合的な課題を解決し、我が国の持続的な成長を目指す。 
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 ＩＣＴ街づくり推進会議 

誰もが安心して快
適・便利に暮らせる
街づくりを実現 

課題  

ＩＣＴ 
による 
貢献 

「便利で安全な暮らし」 
を創る！ 

ICTｽﾏｰﾄﾀｳﾝの普及展開 

Mission－使命 

Ⅰ．災害に強く誰もが安心して暮らせる街づくりを実現 

Ⅱ．最先端のＩＣＴを活用した地域の発展／課題解決 

Ⅲ．積極的なグローバル展開による国際競争力の強化 

Vision －目標 

取組の 

方向性 

◆実証プロジェクトの展開・加速化 
  ◇重点分野 
 ◇規制・制度改革と一体的に検討 

◆街づくりのための共通基盤の実現 

◆普及展開のための体制整備 

（行政、防災、農業、教育等） 

２
０
１
８
年
頃
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン
の
普
及
展
開 

●センサーやクラウド等の最先端のＩＣＴを活用して地域の発展／課題解決を図る「ＩＣＴスマートタウン」のプロジェクトを 
加速化し、全国２０箇所程度で展開。規制・制度改革と一体的に検討することで最大限の効果を得る。 

●普及展開のための共通基盤を２０１５年に実現し、国内外への戦略的展開を図り、２０１８年頃の普及を目指す。 
●各府省とも連携し、政策資源を集中投入。 

● 広域連携／官民連携のための共通ＰＦを２０１５年に実現 
  （モノ、時間、場所等、あらゆるものをＩＤで管理） 

共通プラットフォームの実現 

● 実証プロジェクト関係者を中心に推進体制の構築 
● 実証プロジェクト成功事例の水平展開 
   （ＩＣＴスマートタウンを実現する上での課題の抽出、情報共有） 

● グローバル展開方策の検討 
   （ＩＴＵ等の議論への貢献、国際戦略の明確化、 

国際シンポジウムの開催 等） 

実証プロジェクトで得られた成果の普及展開のための体制整備 

共通ID 地理空間情報 オープンデータ 街と街の連携 共通ＰＦ 

＜行政・公共＞ 
 公共・行政、 
住民サービスの強化 

街づくりの明確なビジョンとＩＣＴによる解決 

＜農業＞ 
 農業を核とした 
 街づくり 

＜教育＞ 
 教育等を通じた 
 コミュニティの再生 

＜防災・減災＞ 
災害に強く、安心して 
安全に暮らせる街 

等 

「ICTｽﾏｰﾄﾀｳﾝ」実証プロジェクトの展開・加速
化 ● 最先端のＩＣＴを活用して地域の発展／課題解決を図る、

街の「自立」を意識した「ＩＣＴスマートタウン」の実証プロ
ジェクトを主要拠点（約20箇所）で展開・加速化。 

地域の元気 
創造本部と連携 

● 産学官が連携して技術的要件、標準化等
を検討 

● 実証プロジェクトの活動状況の把握・見える化 
● 住民参加型のシンポジウムの開催等により、 

住民からの関心を高める。 
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ＩＣＴ街づくり推進会議の進め方について 

ＩＣＴ街づくり推進会議 

（検討事項） 
 ● 地域実証プロジェクトの推進・フォローアップ  
 ● 成功モデルの普及・展開 等 

共通ＩＤ活用ＷＧ 

（検討事項） 
  ●共通ＩＤの活用推進方策 等 
（主査）<敬称略> 

  ●須藤 修（東京大学） 

普及展開ＷＧ 

（検討事項） 
  ● 成功モデルの普及展開方策 
  ● ICT街づくり共通プラットフォームの仕様 等 
（主査）<敬称略> 

  ●徳田 英幸（慶應大学） 

（オブザーバ） 
 ● 内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、経済産業省、国土交通省、農林水産省、厚生労働省 

検討体制 
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座長 岡 素之 住友商事（株）相談役 

座長代理 小宮山 宏 （株）三菱総合研究所理事長 

石原 邦夫 東京海上日動火災保険（株）相談役   

岩沙 弘道 三井不動産（株）代表取締役会長 

清原 慶子 東京都三鷹市長     

須藤 修 東京大学大学院情報学環学環長・ 
大学院学際情報学府学府長 

 
徳田 英幸 

 
慶應義塾大学環境情報学部教授 

 
村上 輝康 

 
産業戦略研究所代表 

清原構成員 

小宮山座長代理 

ＩＣＴ街づくり推進会議 構成員 

内閣官房（ＩＴ総合戦略室）、経済産業省、国土交通省、農林水産省、厚生労働省 

（敬称略） 

オブザーバ 

石原構成員 

徳田構成員 

岩沙構成員 

須藤構成員 

村上構成員 

岡座長 
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「Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン
」の
普
及
展
開 

ＩＣＴを活用した街づくりに関する今後の進め方 

ＩＣＴ街づくり推進会議 

１月 ６月：報告書公表 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

 
 

平成24年度補正予算 

実証プロジェクト 
（平成2５年6月採択） 

（21件、約２５億円の内数） 

平成25年度予算 

 実証プロジェクト 
（平成2５年12月採択） 

 ２件（実証） 
 ９件（案件形成調査） 

平成24年度予算 

先行実証プロジェクト 
（平成２４年11月採択） 

（５件、約５億円） 
   塩尻市・柏市・三鷹市・豊田市・袋井市 

 
 

平成25年度補正予算 

実証プロジェクト 
（24億円の内数） 

成
功
モ
デ
ル
・共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
現 

平成３０年 

12月 ６月 第２フェーズ 

地域懇談会 
（平成24年度プロジェクト実施５ヵ所） 

４月 ６月 ２月 ６月 

地域懇談会 
（平成24年度補正予算プロジェクト地域で実施予定） 

「普及展開ＷＧ」、「共通ＩＤ利活用ＷＧ」 
 で専門的に検討 

 首長のリーダーシップと住民の参加を重視 
 「実証」から「社会実装」へ 
 ショーケースとして成果を対外的にＰＲ 
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ＩＣＴ街づくり推進事業 実施地域一覧 

群馬県 
前橋市 

ICTを活用した学びの場の創造と健康を支
える環境づくり「前橋ICTしるくプロジェクト」 

千葉県 
柏市 

柏の葉スマートシティにおけるエネルギー・ 
健康・防災の共通統合プラットフォームの構築 

東京都 
三鷹市 

三鷹市コミュニティ創生プロジェクト 

神奈川県 
横須賀市 

オープンデータ、ユビキタス技術を活用した
市民防災情報流通モデル事業 

山梨県 
市川三郷町 

産学官民協働のICT街づくり －歴史ある
地方の街のプラス成長への挑戦－ 

沖縄県 
名護市 

おきなわICT Smart Hub 
タウンモデル構築及び
ASEAN地域への展開事業 

沖縄県 
久米島町 

豊麗のしま － 久米島地域
経済活性化プロジェクト 

静岡県 
袋井市 

災害時支援物資供給機能を兼ね備えた 
6次産業化コマース基盤構築事業 

愛知県 
豊田市 

平常時の利便性と急病・災害時の安全性を
提供する市民参加型ICTスマートタウン 

三重県 
玉城町 

ICTを利活用した安心・元気な町づくり事業 

宮城県 
大崎市 

みちのくの架け橋 人とまち、絆と共にまち
なか創生事業～住民サービスIDとM2Mビッ
グデータを用いたまちなかコミュニティ、 
暮らし再生～ 

福島県 
会津若松市 

会津若松市 地域公共ネットワーク 
基盤構築事業 

富山県 
富山市 

コンパクトシティを実現する「富山まち
あるきICTコンシェルジュ事業」 

石川県 
七尾市 

ななおICT利活用の高齢者・来訪者な
どに優しく住みたい街づくり事業 

大阪府 
箕面市 

ICTを通じた地域と教育の再生事業 

奈良県 
葛城市 

新時代葛城クリエーション推進事業 

兵庫県 
淡路市 

地域住民の生活利便性を向上する 
淡路ICTスマートアイランドプロジェクト 

長野県 
塩尻市 

センサーネットワークによる 
減災情報提供事業 

福岡県 
糸島市 

ICTを活用した見守りの街糸島 

佐賀県 
唐津市 

唐津ブランド戦略支援型、防災・減災 
システム 

佐賀県 
武雄市 

オープンデータシティ武雄の見える化と 
エコシステムによる農業活性化 

徳島県 
放送と通信の融合による、地域力・地域連
携を活かした災害に強い徳島プロジェクト 

愛媛県 
松山市 

松山市 健康・観光街づくり 
「スマイル 松山プロジェクト」 

愛媛県 
新居浜市 

IDを利活用したバリアフリー観光・移動、 
避難・救護システム 

北海道 
北見市 

地域実証プロジェクト：北見市G空間情報と 
ICTの連携活用事業 

鳥取県 
米子市 

よなごスマートライフ・プロジェクト 
推進事業 

岡山県 
真庭市 

真庭の森林を生かす 
ICT地域づくりプロジェクト 

実施時期による区分 

平成24年度予算及び 
平成25年度予算 

平成24年度補正予算 

平成25年度予算 
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検討スケジュール 

12月 

ＩＣＴ街づくり推進会議 

平成24年度補正予算 
地域実証プロジェクト 

2014年 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

第５回 

平成２４年度補正予算でのプロジェクト（21箇所）を主たる
対象として、プロジェクト関係者との意見交換を実施 

地域懇談会 

平成25年度予算 
地域実証プロジェクト 

普及展開ＷＧ 

共通ＩＤ活用ＷＧ 

６月 

第６回 

21箇所での地域実証プロジェクト 

・実証プロジェクトのフォローアップ 
・今後の進め方 等 

・地域懇談会等を 
 踏まえた今後の 
 普及展開方策 等 

今年度新たに採択した地域実証プロジェクト 

＜必要に応じてSWG等を設置して検討＞ 

随時、推進
会議に報告
を行うなど 
検討に反映 

第７回 

・WGの中間 
 報告 等 
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地域懇談会の進め方について 

開催目的 

検討スケジュール、進め方等 

 地域懇談会は、ＩＣＴを街づくり推進会議（以下「推進会議」という。）の構成員が、ＩＣＴスマートタウン実証プロジェクト

の実施状況を視察するとともに、街づくりにおいて重要な役割を担う地域住民、地域経済界や地方自治体等の街づく

り 関係者との意見交換を通じ、同関係者の声を踏まえた検討を推進会議で行うことを目的とする。 

主な意見交換事項 

● 地域懇談会は、平成２６年１～５月頃を目途として、ＩＣＴスマートタウン実証プロジェクトの実施地域において開

催する。特に、平成２５年６月に採択した２１プロジェクトを主たる対象として、効率的な実施に努める。 

● 実施場所の選定においては地域バランスに配慮する。 

   （例：北海道、東北、関東等の地域ブロック毎に一箇所ずつ選定し、積極的に近隣自治体の参加も 

      得ながら、普及展開を見据えた意見交換を実施。） 

● その他、地域懇談会の運営に必要な事項は、地域懇談会参加者及び推進会議構成員の都合等を踏まえ、座

長が定める。 

● 地域懇談会の結果は、適宜、推進会議に報告を行う。 

（１） ＩＣＴスマートタウン実証プロジェクトの取組の状況 

（２） プロジェクトの推進にあたっての課題 

（３） ＩＣＴを活用した街づくりにおいて国に期待する役割 

（４） ＩＣＴを活用した街づくりに関する将来展望          等 

14 



ＩＣＴ街づくりの普及展開に向けて 

● ＩＣＴを活用した街づくりにおける検討のポイントは「普及展開の推進」。 

● 普及展開を進めるためには「ＩＣＴ街づくりプラットフォーム」の実現が不可欠。 

「Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン
」の
普
及
展
開 

実証プロジェクト
の展開・加速化 

共通プラット 
フォームの実現 

普及展開のための 
体制整備 

成
功
モ
デ
ル
・共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
現 

● 実証プロジェクトを主要拠点で展開 

● 実証プロジェクトの活動状況の把握・見える化 

● 技術的要件、標準化等を検討 

現在（２０１３年） ２０１５年 ２０１８年 

● 住民の意識向上、住民参加の促進 

● 実証プロジェクト成功事例の国内外への水平展開 

国内外への 
普及展開の 
加速化 

● 先行実施 

● 基本機能等を整理 

● 体制検討 

実証プロジェクト関係者、関係府省等による意見

交換を行う場や専門家が検討を行う場を構築 

「ＩＣＴ街づくり推進会議報告書」（平成25年6月）抜粋 
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ＩＣＴ街づくりプラットフォームに関する検討の方向性 

２．実証成果の他地域での普及・展開を支援するための体制整備 

  ・ これまでの実証の成果を容易に参照することができるポータルや問合せ窓口機能の整備 

  ・ 実証で開発したソフトウェアの維持・管理、アップデート 

  ・ 実証の成果の活用方法や運用方法に関するアドバイス 

３．各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進のための仕組の構築 

  ・ 地域におけるＩＣＴ街づくりの推進母体となる組織の立ち上げ支援 

  ・ ＩＣＴ街づくりに関する制度整備等について情報交換・意見交換できる仕組 

● ＩＣＴ街づくりの「プラットフォーム」とは・・・ 

  これまでの地域実証プロジェクトで得られた成果を、他の地域において、それぞれのニーズに応じて 

 安価かつ容易に再利用することを可能とする仕組み。 

１. 実証成果を容易に参照できる技術的な環境整備 

  ・ レイヤー構造化、モジュール化されたそれぞれの機能に関する基本的な考え方  

                 （オープン化、インターオペラビリティの確保 等） 

  ・ 基本的な考え方に沿って構築されたソフトウェア群   

  ・ 他地域からも参照できるシステムアーキテクチャ（レイヤー構造化、モジュール化） 

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
作
成
し
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
を
明
確
化 
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１．実証成果を容易に参照できる 
              技術的な環境整備 



ＩＣＴ街づくり推進事業（実証プロジェクト）の整理 【アプリケーション等】 

  ＩＣカード／ＩＤ テレビ ＣＡＴＶ 
スマートフォン 

タブレット 
無線ＬＡＮ センサー 

防災 
静岡県袋井市 

徳島県 
福岡県糸島市 

徳島県 鳥取県米子市 

北海道北見市 
山梨県市川三郷町 
愛媛県新居浜市 
神奈川県横須賀市 

東京都三鷹市 
長野県塩尻市 
沖縄県名護市 

見守り 東京都三鷹市 
北海道北見市 
石川県七尾市 

長野県塩尻市 
宮城県大崎市 

医療・健康 
千葉県柏市 
愛知県豊田市 
群馬県前橋市 

群馬県前橋市 
愛媛県松山市 佐賀県武雄市 

観光・交通 
愛知県豊田市 
兵庫県淡路市  

富山県富山市 
愛媛県松山市 
佐賀県唐津市 

石川県七尾市 
富山県富山市 
沖縄県久米島町 

農業・林業 静岡県袋井市 沖縄県久米島町 

長野県塩尻市 
岡山県真庭市 
佐賀県唐津市 
佐賀県武雄市 

環境・エネルギー 鳥取県米子市 沖縄県名護市 

公共サービス 
人材・コミュニティ 

奈良県葛城市    
福島県会津若松市 
三重県玉城町 

教育      大阪府箕面市 

● プラットフォームの検討に当たって、これまでの実証プロジェクトを整理。 

● 整理に当たって、ユーザ等に対する分かり易さの観点から、アプリケーション分野、活用したＩＣＴツール

の種類といった観点で分類。 
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「医療」×「交通」×「ＩＣカード」の成果事例 

 中山間地域である愛知県豊田市の足助地区では、高齢化や過疎化が進行。 

 地域住民の足となるコミュニティバスの利便性向上に加え、救急搬送時における救命活動の効率性向上が課題。 

【豊田（足助）モデル】 医療・交通ＩＣカード統合型システム 

 患者の氏名や年齢、住所、既往歴などの個人情報を書き込んだ病院診察券にコミュニティバスの決済 

  機能を搭載した統合型ＩＣカードを平成24年度に約860枚配布（平成25年度は2700枚追加配布）。 

 救急搬送時の救命活動の効率化に加え、コミュニティバスの利便性向上を実現。 

足助病院 

救急隊員端末 

診療所 

病院端末 

診療所端末 

救急車 

回数券 
・運賃支払い 

エコポイント 
・ポイント発行 

電子マネー決済 

交通機関 

医療情報連携 
・患者情報の参照 
・共通診察券 

診療メモの運用 

救急搬送支援 
・既往歴 
・投薬暦 
・血液型 
・ｱﾚﾙｷﾞｰ等の参照 

カード所持状況の見える化 
 最大認識距離 
・直接40cm 
・鞄内 7cm 
 

ICｶｰﾄﾞ 

医療情報連携 
・患者情報の共有 

健康サービスの利用 
・柏市のサービスをカード認証 
 のみで利用 
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「農業・林業」×「センサー」の成果事例 

 

 長野県塩尻市では、イノシシなどの鳥獣被害による収穫高の減少や耕作放棄地の拡大が年々深刻化。 

 電気柵や罠の設置などハード面での対策を実施するも、効果は限定的。 

【塩尻モデル】 センサーネットワークによる鳥獣被害対策 

 市内５００ヶ所以上に設置していた既存のアドホックセンサーネットワークを活用し、獣検知センサーや

罠捕獲センサーを新たに設置。 

 実証実験を実施した塩尻市北小野地区では、平成２３年度に２７ｈａの稲作面積のうち８５％が鳥獣 

被害に遭っていたが、平成２４年度の実証実験において被害が稲作面積の２０％に減少。 

  その後、平成25年度も実証実験を継続したところ、稲作における鳥獣被害はゼロとなった。 

 なお、実証実験中に捕獲した鳥獣は、平成２４年度、平成２５年度ともにイノシシが各３匹であった。 

罠捕獲センサー 

センサー中継機 
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「防災」×「テレビ」×「ＩＣカード」の成果事例 

 

 徳島県は全国平均を上回る勢いで高齢化が進行。（徳島県の高齢化率：２８％、全国平均：２４．１％（平成２４年度）） 

 南海トラフ巨大地震が発生した場合には、１０万棟以上の建物全壊など深刻な被害が予想されており、 

  災害時における高齢者を含めた住民の迅速な避難誘導や避難状況の把握など防災対策が急務。 

【徳島モデル】 テレビ・ＩＣカードを活用した防災対策システム 

 高齢者にとって身近なテレビを活用した避難指示システムやＩＣカードによる避難者管理システムを構築し、

徳島県美波町において実証実験（避難訓練）を実施。 

 従来の避難指示に比べて、住民に対する確実な情報伝達が可能となったほか、テレビ画面に表示した 

  個別の避難指示により、避難完了までの平均時間が２分程度早まった。 

 また、ＩＣカードを活用した一元的な情報管理により、迅速かつ詳細な避難者情報の把握を実現。 

テレビ画面表示にて個別の避難指示 
ＩＣカードにより、避難が完了した 
住民の情報を迅速に取得し、一元管理 

タブレット端末に 
住民の避難状況を表示 
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ＩＣＴ街づくり推進事業（実証プロジェクト）の類型化  22 

● 街の多様性に鑑み、ＩＣＴ街づくり推進事業の類型化に際しては、前述の「アプリケーション分野」、 

 「ＩＣＴツール」に加えて、人口規模、首長や住民の意識、地域特性（離島、中山間地域等）にも着目する 

 ことが必要。 

ＩＣＴツール 
（TV、ICカード、無線LAN、センサー等） 

・人口規模、人口増減、高齢化率 
・首長や住民の意識 
・地理的特性（離島、中山間地域等） 

街の独自性・多様性を反映した、自治体等が参照しやすい類型化 



人口動態、高齢化率に基づく「街」の類型化 

人口動態 

※国勢調査、自治体人口増減数により推計 

高齢化率 

０ 

人口減  
-５％ 

人口増   
+５％ 

成長都市 

2自治体 

23%（平均） 

都市部・都市近郊 

9自治体 

地方都市 

12自治体 

成熟都市 

4自治体 

千葉県柏市、東京都三鷹市 

愛知県豊田市、沖縄県名護市、静岡県袋井市 
愛媛県松山市、福岡県糸島市、三重県玉城町 
奈良県葛城市、大阪府箕面市、富山県富山市 

神奈川県横須賀市、群馬県前橋市、鳥取県米子市 
佐賀県武雄市、佐賀県唐津市、長野県塩尻市 
徳島県、宮城県大崎市、山梨県市川三郷町 
北海道北見市、愛媛県新居浜市、福島県会津若松市 

岡山県真庭市、沖縄県久米島町 
石川県七尾市、兵庫県淡路市 

成長都市 

都市部・都市近郊 

地方都市 

成熟都市 

● 国勢調査を基にした人口動態と高齢化率から、プロジェクト実施地域２７箇所を分類。 

● 「成長都市」、「都市部・都市近郊」、「地方都市」、「成熟都市」の４つに類型化。 
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（参考） 人口増減率及び高齢化率による類型化の考え方  

 2010年度国勢調査による、人口増減率（対2005年比）と高齢化率（2010年）から4つの類型を検討 

成長都市 
・新興ベッドタウン、再開発地域  
・交通の便が良い 
・若いファミリー層が多い 

都市部・都市近郊 
・若者が多い 
・人口が集中 

成熟都市      

・一次産業中心 
・高齢化・過疎化の進行地域 

地方都市 
・地域の2番目以下の都市 
・産業変化による人口減少地域 
 

自治体数 総人口 

90 
1,650万人 

自治体数 総人口 

324 

5,638万人 

自治体数 総人口 

599 

4,352万人 

715 
1,165万人 

自治体数 総人口 
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出
力 

システム 
 

テーマ 

●平成２４年度：災害に強い街づくり、地域が複合的に抱える諸課題の解決、経済の活性化・雇用の創出 
●平成２５年度：コミュニティ創生や危機管理他地域に展開可能な先行モデルの形成 

平成24年度実証 
 

（コミュニティ創生や危機管理の先行モデルを構築） 

平成25年度実証 
 

（他地域に展開可能な先行モデルの形成） 

入
力 

にぎわい 見守り 帰宅困難者 きずな 情報収集 帰宅困難者 

駅前WIFI IP告知 情報伝達 要援護者支援 駅前WIFI 
（機能拡充） 

買物支援 
意思決定支援 

多職種連携 
情報伝達 

 
 

デ
ー
タ
処
理 

クラウド 
異なる通信方式の融合（ユニ/マルチ） 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

地図ＤＢ 

PUSH型配
信ユニキャ
スト 

Internet 
（データ参
照） 

IP/HTTPS通信 

情報配信PF 

PULL型配信 
マルチキャスト 
受信アプリ 

メール 
Twitter等 情報参照 情報参照ア

プリ 情報参照 

IP/HTTPS通信 

各種入力情報 
（見守り情報・安否情報・災害情報） 

各種入力情報 
（店舗情報・行政情報・災害情報） 

Internet
（データ参
照） 

情報生成レイヤ 

配信レイヤ 

I/F変換機能 

災害情
報 
DB 

地図連携機能 

避難場
所 
DB 

配信 【横展開】 
塩尻市との 
共同利用 

マルチキャスト
コンテンツ 

タグ情報付与 

配信 

OPEN API 

ユニキャストコ
ンテンツ 

配信 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

I/F変換機能 

配信 

蓄積レイヤ 

情報管理レイヤ 

情報抽出レイヤ 
コンテンツ 

配信 

クラウド 

基幹系
DB 

連携機能 

要援護者Ｄ
Ｂ 

台帳 

福祉
DB 

入力情報を 
地図情報連携 

各メディアへI/F
変換 

街づくりのシステム構成 【東京都三鷹市】 25 



街づくりのシステム構成 【千葉県柏市】 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・様々な機器に(健
康機器以外にも)対
応するためにプラグ
イン化、機器認証 

エネルギー 健康 行政・地域・防
災情報 

・情報提供APIの構
築 

・OpenAPIをセ
キュリティで保護 
・認証情報(SAML)
へのUCODE埋込 

共通プラットフォームイメージ図 

レイヤ化 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える可レ
イヤ(UI) 

・UCODEを利用し
た情報連携＆管理 
・Continua準拠の
データ構造 

・LoginIDに連携
したUCODEを用い
た情報問合せ 

街づくり共通プラッ
トフォーム(出力) 

街づくり共通プラッ
トフォーム(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

子育て支援 

母子手帳 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

情報抽出 

OpenAPI(XML) 

空地域個人ポータル 

IP/HTTPS通信 

IP/HTTPS通信 

アプリ 

蓄積アプリ 

PluginB
(独自) PluginX PluginA

(JSON) 
PluginB
(再利用) 

平成24年度センサ群 

平成24年度DB群 

健康見える化 

平成24年度健康見
える化センサ群 

PluginB
(再利用) 

横展開 
豊田市様 

母子手帳
DB 

平成24年度健康
見える化DBをコ
ピーして流用 

母子手帳向け
を拡張 

拡張 

平成24年を 

拡張(再利用) 

平成24年度実証 
共通部をレイヤ化して整理 

平成25年度実証 
共通部が地域内で共有可能かつ 
他地域でも共有可能かを実証 

地域内による横展開
(共通機能の共有) 

ポイント 

ポイント
アプリ 

柏の葉
カード 

ポイント
DB 

ポイント向け
を拡張 

新地域個人ポータル 

昨年物を再利用して母子手帳、ポイントと連携 

●平成２４年度：共通ＩＤを活用して、エネルギー、健康、行政情報等のデー基盤の連携を行う共通プラットフォームを構築。 
●平成２５年度：様々なサービスを効率よく連携させることにより、公民学連携型の総合健康支援サービスを実証。 
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街づくりのシステム構成 【長野県塩尻市】 

●平成２４年度：見守り情報等のセンサ情報をアドホックネットワークを介して蓄積・集中管理し、様々なメディアで住民へ提供。 
●平成２５年度：センサ情報、時間・場所情報等を統合クラウドシステムでビッグデータとして収集蓄積分類し、利用者へ提供。 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・センサーなど様々
な機器とIFにそれぞ
れ対応 

時空間DB アクションDB 
プライベート  
クラウドシステム 

センサー 
（本事業） 

公共コモンズ 

センサー 
（25年度） 

時空間PF 
（25年度） 

オープンデータ 

・情報検索・提供
APIの作成 

・認証管理 

蓄積アプリ 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

IP/HTTPS通信 

情報抽出 
OpenAPI(XML) 

ビッグデータDBシステム 

共通プラットフォームイメージ図 

IP/HTTPS通信 

地域個人ポータル 

共通ID/DB 

センサーDB 
異動管理 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える化レ
イヤ(UI) 

・クラウドを利用し
た情報管理 

・LoginIDに応じた
情報問合せ 

本事業 

(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

防災情報MS 
（25年度） 

住民ポータル 
（25年度） 

センサー 
GPS子機 
安否確認
鳥獣害 
放射能 

橋梁振動
傾斜   
気象  
フィール
ド 

異動データ 
J-ALERT
警戒情報 

住所異動
出生  
検診 

公共施設、観
光、歴史、文
化、防犯、天
候、農業、健
康 

レイヤ化 

蓄積アプリ 
Shell Shell/JS Mahout Shell/JS C 

オープンデータ提
供システム 
OPEN-API 

情報表示PF 

情報配信PF 

認証システム 

携帯端末情報取得 

総合クラウドシステム 

・ユニキャストを利
用した情報配信 

配信レイヤ 

気象データ収集機能 

WI-FI 

エリアワンセグ 

Webデータ参照 
携帯端末参照 

25年度事業 

(出力) 

認証システム 

ＳＱＬ検索 

センサー 

土中水分・水
位  ・鳥獣
害・市内バス・
見守り 
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情報出力機能群 

ＩＣＴ街づくりプラットフォームの基本システム概念 

整
形 

整
形 

情報分析/蓄積機能群 

情報入力機能群 

画面/UI 

センサ 
情報生成レ
イヤ(各種セ
ンサ) 

収集/蓄積 
レイヤ 

情報管理 
レイヤ 

情報抽出 
レイヤ 

出力セキュリ
ティレイヤ 

見える可 
レイヤ(UI) 

入力セキュリ
ティレイヤ 

 
プラットフォーム化： 
APIの利用方法を共通ルール化することで
機能を共有化。 
 

出力のAPI化 

入力のAPI化 

モジュール化 
内部的な変更が外部へ影響を
及ぼさない様に外連携部分を
API化して独立性を高める 

外部サービス 

外部サービス 

API化 

API化 

 これまでのＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおいて構築したシステムを踏まえて、他地域から
も容易に参照できる基本的なシステム概念を整理。 

モジュール化 

モジュール化 

モジュール化 
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ＩＣＴ街づくり実証の成果を参照できる技術的な環境整備 

引き続き、 

●技術仕様については、他地域でも低コストで弾力的に「再利用可能」となるよう、 

 可能な限り「レイヤー構造化」、「モジュール化」 

●さらに、地域間の相互運用性等を確保するため、ＡＰＩについては出来る限り 

 オープン化を積極的に推進することが重要 

ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトの成果を、他地域からも容易に参照できるよう、 

技術的な仕様として整備。 

これまでは、新たなアプリケーション等を導入する場合に、大規模なシステム改修

が必要になるケースが多々あり。また、システムの改修等にあたっては、特定の

ベンダーに依存し、高コストになる傾向。 
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２．実証成果の他地域での普及・展開を 
              支援するための体制整備 



普及展開が期待される「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果事例（ＩＣカード） 

● これまでの「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果で、今後の普及展開が期待されるものの例としてＩＣカードを

活用したシステムが挙げられる。 

● ＩＣカードの活用は、医療・健康、交通、安心・安全など幅広い分野で期待される。 

事業年度 プロジェクト カードタイプ アプリケーション 

Ｈ24年度 豊田市（あすけあいカード） Felica ●コミュニティバス回数券 
●病院診察券（ＭＥＤＩＣＡ） Ｈ25年度 豊田市（あすけあいカード） Type A (MIFARE)  

Ｈ24年度補正 淡路市（umi-caカード） Type A (MIFARE)  
●コミュニティバス回数券  ●病院の診察券及び 
●地域ポイントに使用予定 

Ｈ24年度補正 徳島県（すだちくんカード） Type A (MIFARE)  ●個人識別カード（避難者情報の管理） 

Ｈ24年度補正 糸島市（いとごんカード） Type B ●個人識別カード（避難者情報の管理） 

Ｈ24年度補正 前橋市 Type B 
●マイポータルの認証    ●電子母子手帳 
●ＩＣＴまちなかキャンパス 

Ｈ24年度補正 葛城市（れんカード） Felica 
●マイポータルの認証    ●健康管理支援 
●買物困難者支援 

【参考】 
 Type A（MIFARE）（フィリップス社） ： taspo 
 Type B(モトローラ社)          ： 住基カード、マイナンバーカード 
 Felica  （ソニー社）                            ： Suica・PASMOなどサイバネ規格、WAON（イオン）、楽天、Edy 
   ※ いずれのタイプのカードも、カードとリーダーの間の通信規格がＮＦＣであれば、リーダーは１台でマルチ対応可 

他の地域での導入に当たっては、主に以下のような作業が必要となる 

● アプリケーションソフトの購入・インストール 
● データ管理サーバの購入又はクラウドレンタル 
● マイナンバーカードを使用する場合には、必要な条例の整備 

● ＩＣカード、リーダ端末の購入 
● ＩＣカードへの書き込みソフトの開発又は購入 
● ユーザーインターフェースの開発又は改修 
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これまでの実証の成果の活用 

これまでの実証の成果の参照窓口機能や、ソフトウェアの維持・管理、 

人材の育成・派遣を含む導入支援、アドバイスの体制を整備していくことが必要。 

また、その際の国としての支援のあり方を検討することが重要。 

これまでの「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果として、ＩＣカードを活用した医療・健康、

交通、安心・安全分野におけるモデルや、ＩＤ連携システムを活用した電子母子健康

手帳のモデル、センサーネットワークを活用した見守りモデルなど、 

今後の普及展開が期待される「ＩＣＴ街づくりモデル」が登場。 

その一部については、他の地域への成果展開を推進中。 

ただし、以下のような理由により、その成果展開の取組は残念ながら限定的。 

 ・成果の導入を希望したとしても、どこに問い合わせればよいのか分からない。 

 ・成果の実装に当たって、どのようなソフトやハードが再利用可能となるかが 

  見えにくい 

 ・成果の普及・展開に携わる人的資源・ノウハウが自治体内に不十分 

 ・ソフトやハードだけではなく、実際の活用には運用アドバイスも必要。 
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３．各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進 
                 のための仕組の構築 



ＩＣＴ街づくり推進事業（実証プロジェクト）の整理 【管理・運営体制】 

● 街づくりに携わる者に対する分かり易さの観点から、街づくりの管理・運営体制に着目して、これまでの 

 プロジェクトを整理 

● 街づくりの企画・戦略策定、事業運営・マネジメントにおいて主体的役割を果たす者の観点で分類 

事業運営・マネジメント（明確な街づくり戦略を推進するための持続的な体制） 

自治体（3セク含む） 民間・大学等 

（明
確
な
街
づ
く
り
戦
略
） 

企
画
・戦
略
策
定 

自治体 
（3セク含む） 

自地域固有
の課題追求 

長野県塩尻市 
東京都三鷹市 

他自治体等
の事例活用 

民間・大学等 

静岡県袋井市 千葉県柏市 
愛知県豊田市 

パターン① パターン② 

パターン③ パターン④ 
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パターン⑤ パターン⑥ 



①市が主導的に、ICTを活用した課題解決方法を各原課に提起し、企画・戦略策定を実施。 
②街づくり事業のために設立された株式会社まちづくり三鷹が、地元企業（NPO法人等）や市民団体を上手く巻き込みながら、地域密着型 
 の事業運営を実施。 
③市と第3セクターが密に連携し、政策に対する共通認識を待ちながら、企画・戦略策定、事業運営の役割を明確に分けて実施。 

三鷹市 

株式会社まちづくり三鷹 

住民 

見
守
り
兼
買
物

 

運
用
支
援
事
業
者

 

見
守
り
兼
買
物
 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者
 

多
職
種
連
携

 

運
用
支
援
事
業
者

 

多
職
種
連
携
サ
ー
ビ
ス

 

提
供
事
業
者

 

意
思
決
定
支
援

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム

 

構
築
事
業
者

 

一
斉
連
絡
安
否
確
認

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
運
用
支
援

 

事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト

 

運
用
支
援
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
サ
ー
ビ
ス

提
供
事
業
者

 

回
線
提
供
事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
サ
ー

ビ
ス
提
供
事
業
事
業
者

 

企画・戦略 
策定 

ICT 

サポート 

実施方法 事業原資 

【企画・戦略策定】 
・首長の強いリーダーシップの元、市
の企画部が主導的に、各原課が抱
える課題に対して、ICTを活用した解
決方法を提起している。 

自治体にて事業運営
に必要な費用を予算
化 

【事業運営】 
・街づくりを実現する組織として、市と
密接に係り、市の意向を汲みながら
事業を運営。運営面においては、全
ての責任と権限が与えられている。 
・運営を支える組織の選定には、地
元の企業を積極的に活用し、地域密
着型の街づくりを実現させている。 

自治体から3セクに
事業運営を委託 
（本ICT街づくり推進

事業では、総務省か
ら3セクが直接受託し
て実施） 

【ICT】 
・市で策定した企画・戦略に基づき、
ワンストップでシステム構築・サポー
トが可能な地元企業へ業務を委託し
ている。 

3セクからシステム構

築・保守運用業務を
委託 

【サポート】 
・各事業の運用面サポートについて
は、それまで地域に密接に係ってき
た、地元企業（NPO法人等）が全面的

にサポートを実施。住民との信頼関
係が構築されている地元企業（NPO
法人等）が携わることで、継続的な事
業運営を可能としている。 

3セクから運用サ
ポート業務を委託 

見守り兼買物 多職種連携 意思決定支援システム 
情報伝達システム 

一斉連絡安否確認システム 

Ｗｉ-Ｆｉ 

街づくり事業運用体制図 

事業運営 

街づくりの運用体制 【東京都三鷹市】 35 



街づくりの運用体制 【千葉県柏市】 

実施方法 事業原資 

【企画・戦略策定】 
・国際キャンパスタウン、環境未来都
市などの戦略構想の下、 

・公民学連携により、課題解決型モデ
ル構築のテストベッドとして先進的
取組を実施 

 

・UDCK(公民学連携
組織)や協議会形式

で企画・戦略策定。
予算・人員は持ち寄
り 

【事業運営】 
・行政、街づくりに関係する組織が連
携し、ステークホルダー意向を汲み
ながら事業を運営。 

・運営面においては、官民連携のス
キームを活用し、民間事業者を中心
に事業を展開 

 

・官民連携のＰＰＰス
キーム（電子母子
手帳、共通インフ
ラ） 

・民間事業ベース（健
康見える化） 

【ICT街づくりサポート】 
・運営を支える組織の選定には、地元
の企業を積極的に活用し、地産地
消型を優先し、運営、サポート体制
は地域密着で構築 

・各事業運営会社か
らシステム構築・運
営を委託 

【場とコミュニティ】 
・ICTのバーチャルネットワークだけで

なく、地域の住民との接点となるリア
ルな場が用意されている 

・場を中心としてコミュニティが形成さ
れ、先進的な取組に対しての理解が
高い 

・官民連携のＰＰＰス
キーム 

・基本的に予算・人
員は持ち寄り又は
受益者負担 

・但し、コミュニティも
活用し、地域で回
る仕組みを構築 

 

街づくり事業運用体制図 

企画・戦略 
策定 

事業運営 

ＩＣＴ街づく
り 

サポート 

場 

コミュニ
ティ 

①産学官連携の体制で、企画・戦略策定、事業運営を民間、大学が積極的に実施し、後方支援を自治体が実施 
②行政、街づくりに関係する地元企業が連携し、ステークホルダー意向を汲みながら地域密着型の取組を推進 
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電子母子
手帳サー
ビス提供
者（柏市） 

ポイント
サービス
運営事業
者（地域
ポイント
協議会） 

住民 

東大ジェロントロジー・コンソーシアム 
街の健康研究所 あ・し・た（HIP） 

UDCK（街づくりの場） 

地域ポイ
ントサー
ビス運営
事業者
（ストリー
トメディ
ア） 

電子母子
手帳サー
ビス支援
者（エム
ティーア

イ） 

マイポータル運営事業者 
（三井不動産） 

ポータル
運営サー
ビス支援
者（国際
情報ネッ

ト） 

ＩＤ管理
サービス
支援者（ 
ユーシー
テクノロ
ジ） 

街のすこやかステーション 
(健康に関する場) 

柏市 東京大学 千葉大学 三井不動産 

ＵＤＣＫ 

健康見え
る化事業
者（エム
ティーア

イ） 

健康未来都市推進協議会 

街づくり 健康 

柏の葉国際キャンパスタウン構想 / 環境未来都市構想 

柏市ICT街づくり推進会議体 

リアルの場とコミュニティ 

健康見え
る化事業
者（メディ
シンク） 



＜地域における街づくり推進母体の組織化の例＞ 
 
✔株式会社まちづくり三鷹・・・中心市街地活性化法にもとづく特定会社として１９９９年に設立。資本金は約２．７億円。 
                  地域の産業創出の支援等を行うほか、自治体のパートナーとしてヘルプデスクの役割を 
                  果たしている。 

各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進のための仕組の構築 

地域のニーズに応じて、ＩＣＴ街づくりの推進母体となる体制を整備するとともに、持続

的に運用していくための仕組みを構築していくことが必要。 

また、広域展開可能な推進体制の整備や持続的な運用の仕組み作りについて、国とし

ての支援のあり方を検討することが重要 

地域における街づくりの推進体制については、様々な形態が存在。 

街づくりを専担的に行う組織を構築し、取組を進めているケースも存在。 

しかしながら、地域の経済状況、ヒューマンリソース、街づくり活動をサポートする企

業等の有無等により、街づくりを専担的に行う組織を地域が独自に構築し、持続的に運

用していくことは極めて困難であるのが実状。 
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４．今後の検討の進め方・検討課題 



今後の検討の進め方について 

● ６月を目途に、ＩＣＴ街づくりの普及展開に向けたプラットフォームの構築などの具体的方策のアクションプ

ランをとりまとめ。 

● 実証プロジェクトやＩＣＴ街づくり推進会議における検討を通じて国内外への普及展開を推進。 

12月 

ＩＣＴ街づくり推進会議 

2014年 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

第５回 
12/13 

６月 

第６回 
4/22 

平成25年度補正予算 

普及展開ＷＧ 

第７回 
6/3（予定） 

 

第１回 
2/4 

第２回 
2/25 

第３回 
3/18 

第５回 
5/20 

共通ID利活用ＷＧ・ＳＷＧ 成果の普及展開に向けた 
アクションプランの作成 等 

推進会議・普及展開ＷＧにおける議論を 
踏まえつつ、普及展開に向けた実証を実施 

平成25年度予算 

平成24年度補正予算 

地域懇談会 
近畿 北陸 沖縄 四国 関東 

第１回 
2/17 

第２回 
3/28 

第3回 
4/3 

第4回 
4/9 

第5回 
4/18 

２１件の地域実証プロジェクト 

２件の地域実証プロジェクト、９件の調査事業 
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第6回 
5/2 

東海 

第7回 
5/14 

中国 

第４回 
4/11 

第8回 
6/9 

東北 
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●ＩＣＴ街づくりの普及展開に向けた具体的方策のアクションプラン作成 
 
  ・ ICT街づくり推進事業の成果物であるソフトウェア群などの成果の管理等を行う体制整備 
  ・ ＩＣＴ街づくり推進事業の成果物の他地域への普及・展開を行う推進母体についての体制整備 
  ・ これらの体制を整備する際の支援方策 等 
  について、いつまでに、誰が、何を行うかの検討 
 
●持続可能なＩＣＴ街づくりモデルの検討 
 
  地域で自立的に持続可能なＩＣＴ街づくりモデル（運営体制、ビジネスモデル、エコモデル）の構築に向けた検討 等 
  （例： 地域ポイントの活用、一部サービスの有料化 等） 
 
 
●ＩＣＴを活用した街づくりに関する取組成果の情報発信 
 
  ショーケースとしての国内外への成果のＰＲ、セミナー・シンポジウムの開催 等   
 
 
●ＩＣＴを活用した街づくりに関する人材の育成・確保 
 
  「地域情報化アドバイザー」の更なる活用、街づくり人材育成プログラムの整備 等 
 
 
●成果の国際展開 
 
  ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果を先端的な課題解決モデルとしてグローバルに展開する 
  ために必要な体制整備や国としての支援方策の検討 等 



ご清聴ありがとうございました                           


